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研究成果の概要： 
全国に分布する比較的規模の大きい野外博物館（民家野外博物館）を中心に、10 年前と現在の

活動状況を確認しその経過を把握すると共に、施設における歴史的建造物の修復技術の継承に

関する意識についても調査し実態を把握した。その結果、やはり規模の大きい野外博物館は，

潜在的に歴史的建造物修復技術の継承拠点としてのみならず、地域の文化財センター的な役割

を担う資質を備えていることがあらためて確認できた。しかしその活動を具体化するためには，

施設単独での実現は困難であり、専門家の協力により研修体制を徐々に整えていくこと、その

ための先導的施設として川崎市立日本民家園や博物館明治村は有力であること、などが明らか

となった。なお、具体的な修復研修や技術公開の参考資料として、川崎市立日本民家園におけ

る試行やその他地域での試行に関して資料をとりまとめた。 
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１．研究開始当初の背景 

伝統的建築としての民家、その継承手法に

関しては、従来の指定文化財制度(国指定重要

文化財および地方指定文化財)・重要伝統的建

造物群保存地区制度に加えて、平成８年度に

有形登録文化財制度が導入されて以来、「身

近な文化財・活用主体の文化財」として注目

が高まっている。一方、優良な建築ストック

として伝統的な民家を評価して、新たな建築

作品として蘇生させる「民家再生」が近年盛

んとなり、マスコミに取り上げられる機会も

多い。 
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 このように、伝統的民家継承へのアプロー

チは、文化財的手法と民家再生に大別するこ

とができる。さらに文化財的手法は、文化財

のカテゴリーにより支援程度と文化財の真

正性に関する規制内容が異なり、その結果修

復内容や程度も多様となっている。 
ただし文化財であれ再生対象となる非文

化財であれ、伝統的な建築遺産としての民家

対象としている以上、継承に関わる関係者に

共通するモラルが求められるはずである。 
 すなわち、 
 ⅰ）まず、伝統的建築遺産として建物に敬

意を払うこと。その上で建物に対する所有者

の想いを十分くみ取ること。 
 ⅱ）次に、建物の調査を通じてその歴史的

変遷過程を明らかにし、建築の特徴や魅力を

十分把握する。同時に建物の破損状況など現

在のコンディションも客観的に把握する。 
 ⅲ）上記の情報を、所有者にわかりやすく

説明して理解を得る。同時に、建物が現在置

かれている状況（文化財か非文化財か）に応

じて、所有者が将来どう伝えていきたいのか

を十分理解したうえで、どのような継承手法

が考え得るのかを提示し、所有者とともに基

本指針を練り上げていく。 
 このことは、文化財修復現場では文化庁の

主導のもとに統一的な研修体制が整備され

ているため、ほぼ共通認識となっている。し

かし、町並み保存地区や地方指定文化財およ

び登録有形文化財の修復現場においては、設

計者・施工者に一定水準の共通認識を周知徹

底するシステムが脆弱である。ましてや全く

文化遺産的側面からの規制のない民家再生

においては、設計者の個人的資質に負ってい

る状況である。なお、すでに民家再生に関し

て実績を上げているいくつかの組織におい

ては、再生マニュアルなどを刊行する例があ

るが、それらに共通するのは「文化財とは違

う」という認識である。そのために前記ⅱ・

ⅲの項目において問題を内包している。その

一方、民家見学会や講演会において講師を引

き受けると、一般参加者で民家に住みたいと

願う愛好家や、民家修復・再生に興味を持つ

設計・施工者の参加が多いことを痛感する。

その人たちは「修復・再生に関する具体的情

報を得る機会が少ない」点を訴え、一定水準

の情報提供を望む声が多い。すなわち、民家

の修復や再生に関する手法論の未整備な状

況は、所有者・設計者・施工者のそれぞれに

ついて不幸な状態といえる。そして今後ます

ます増え続けるであろう民家の修復や再生

の機会に対して、早急に一定水準の手法論を

理論面と実践面において整備し提供するこ

とが望まれる。このことはすでに数年前から

日本建築学会歴史意匠委員会民家小委員会

において議論されているが、未だに具体的な

指針作成に至っていない。      
このことは民家小委員会のメンバーであ

る研究代表者の責任も大きい。そのため、ま

ず全国的な民家修復・再生指針づくりに向け

て、理念と実践手法を整理して提案する必要

がある。そして全国的に一定水準の共通認識

を普及させる手段として、研究代表者は民家

野外博物館の潜在能力に期待している。  
  
２．研究の目的 
 このような問題意識のもと、本研究課題は、

民家の継承（保存・活用・再生）における具

体的な手法(基本的理念および技術)の開発と

その普及に関する試行を行い、全国的な展開

へ向けて野外博物館と専門家との連携の可

能性とそのための基礎的情報を提示する。 
伝統的民家の継承手法、殊に民家の見どこ

ろと具体的な調査手法や修復技術に関する

情報提供について、潜在的な需要があること

は、研究代表者が川崎市立日本民家園在職当

時から経験していたが、民家の継承手法を主

題とした実践的ワークショップは行ったこ

とがなかった。しかし近年、修復に興味を持

つ建築家・施工者・民家愛好家に対する民家



 

 

解説の依頼が多くなり、その中で修復体験要

望の多さを実感した。   
現実問題としても登録文化財制度の普及

や民家再生の盛行などに接するにつけ、典型

的な伝統的民家の修復事例を通して民家の

魅力や修復の基本的姿勢を確認し、その上で

状況に応じた継承手法を検討していく講習

会の開設が急務となっている。その組織的で

一定の水準を保った情報発信が、伝統的民家

保存継承の認識を拡げる要となることは容

易に想定できる。その際、実施主体として、

講習の場が一定で情報が集中させやすく、一

定の業者の利益に関わらない中立的な組織

が求められる。この条件を満たすのが民家野

外博物館といえる。 
理想は、核となる民家野外博物館を全国的

に定め、そこに学術組織や行政、民家愛好

家・建築家・施工者など、伝統的民家に関わ

る人々が集い、民家継承手法について共通し

た認識のもとに活動することが望ましい。そ

の実現に当たって、具体的にどのような手法

を展開すべきかを、野外博物館へのヒアリン

グ調査と試行的なワークショップ開催によ

り、基礎的条件を把握し、可能性を提示する。 
 
 
３．研究の方法 
 筆者はかつて大原一興博士・大月敏雄博士

とともに「古民家の保存・活用のための方法

論研究 －古民家の地域内保全と民家展示

施設の考察－」（財団法人住宅総合研究財団

助成研究Ｎｏ．9819 民家研究委員会 主査

大原一興）において全国の民家野外博物館 43
施設に対してアンケート調査をおこなった

（1999 年 8 月から 11 月）。そこでは、展示

対象が歴史的建造物であるにも関わらず、博

物館スタッフに建築分野の人間が関わるこ

とがまれで、歴史的建造物の保存修復専門ス

タッフを有する施設に至っては２施設にす

ぎない実態が明らかとなった。そして民家野

外博物館において建築的な内容を充実させ

るためには、外部からの専門家の支援・協力

が必須なこと、このことはすでにいくつかの

施設で実施しているが、多くの館については

そのノウハウ提供が必要なこと、そのために

は「文化財集落施設連絡協議会」（大規模な

野外博物館 10 数件で構成）を中心とした情

報ネットワーク構築が必要なこと、が明らか

となった。また、多くの施設で建築の専門家

をはじめとするスタッフ不足や予算不足、入

館者不足（減少）が報告された中で、入館者

増につながる広報や案内冊子の充実が求め

られた。 
1999 年度の野外博物館へのアンケート調

査に前後して、野外博物館や歴史的建造物を

取り巻く情勢は大きく変化してきた。 
 ひとつは、1996 年の登録文化財制度導入

によって、地域における身近な歴史的建造物

が評価される機会が増え、その維持管理、あ

るいは登録のための調査などについて、専門

的な情報提供の必要性が急激に拡大した。 
 その一方、「民家再生」が全国的な注目を

集めるようになった。失われて行く古民家を

再利用する観点は、文化的な意義や環境への

配慮などとともに癒しの空間創設としても

人気を博している。しかしその実態は、文化

財保存と異なる一般的建築行為であるため、

各建築物の固有の特徴や履歴といった「文化

財的あるいは歴史的」存在意義について、基

準がない点が問題である。すなわち、所有

者・設計者・施工者の意識により、文化財的

な価値を十分残したまま建築再生を果たす

場合もあれば、「再生」とは名ばかりの古材

を数本利用した「新築」まで様々である。 
 そのため、登録制度によって身近になった

文化財のイメージと、急速に普及した「民家

再生」のイメージが曖昧な中で、結果的に将

来の文化遺産候補を失う恐れがある。 
 それを防ぐためには、文化財建造物保存修

復において培った蓄積を元に、歴史的建造物

の評価（調査）や維持管理手法を理解した上



 

 

で、無指定の歴史的建造物継承策に対する選

択肢として「民家再生」という建築行為があ

り得る、ことを啓蒙する必要がある。すくな

くとも歴史的建造物に対する建築行為に関

してある一定の共通認識が必要である。 
 上記を全国的に展開する場合、国→都道府

県→市町村といった上意下達手法は、都道府

県や市町村において歴史的建造物の保存修

復に関する専門家がほとんど居ない実態か

ら難しい。しかも歴史的建造物、特に民家の

場合、調査・評価・修復の理念は全国的に共

通するとしても、形態や素材や存続手法は地

方色を色濃く反映するので、地域毎に核とな

る情報集積・発信センターが必要である。筆

者は、その役割に最適なのは民家野外博物館

と考えている。しかしかつてのアンケート調

査で、野外博物館において、建築スタッフ不

足による展示建築物の維持管理への不安が

現れていることも事実である。したがって野

外博物館が地域の文化財センター的に機能

するため、周囲との連携・協力関係の実態と

今後の可能性を、改めて確認する必要がある。 
 最後に管理運営体制についてである。指定

管理者制度が平成 15 年から導入されたこと

に伴い、博物館のような文化施設に対しても

競争による「指定管理権」取得が見られるよ

うになった。そのことによって野外博物館に

おける建築の展示や維持管理にどのような

影響があるのか、についても注目したい。 
 そこで「全国文化財集落施設協議会」加盟

の野外博物館を中心に、各地域で拠点となり

うる野外博物館 17 施設に対して、2006 年～

2008 年度にかけて聞き取り調査を実施した。

また、歴史的建造物修復技術伝承に関する公

開手法の試行もいくつか取組むこととした。 
 
４．研究成果 

 全国の主要な野外博物館（民家を移築保存

し活用している施設が多い）における、追跡

的な実態調査からは、ここ10年で野外博物館

を取り巻く状況が大きく変化してきている

ことが明らかとなった。 
 ひとつはインターネットの急激な普及に

より、ほとんどの施設がホームページでその

存在や活動内容を紹介するようになったこ

とである。ただし内容は大きな差があり、施

設の広報活動への取り組み方がうかがわれ

る。もちろん本格的で大量の情報を掲載する

には専門業者への委託も必要で、予算的に厳

しい施設もあろう。その場合、連携先を如何

に求めるかが重要となろう．また、単にHP
で体裁を繕うのでなく、内容を充実させ正確

かつわかりやすい情報を発信することが肝

要である。したがって、野外博物館HPの情

報と実態が符合しているかをチェックする

ような外部からの連携協力も必要であろう。 
 また、活動内容に関してボランティア導入

を果たした館が多く、公開・解説・展示など

において市民との協力関係が拡がっている。 
その一方、建築の専門家を確保する傾向は

相変わらず少なく、正規の人材確保は難しい

状況である。その場合に専門家との連携協力

体制をどう構築するかが課題となる。そのな

かで三溪園と四国村で建築専門職を採用し

たことは、今後の展開に期待できる。 
管理運営は、入館者数の減少傾向と指定管

理者制度導入が注目される。入館者数の減少

は、大多数の施設で認められる。顕著な増加

は公園整備が進んでいるみちのく公園、着実

に活動内容を増やしている江戸東京たても

の園と川崎市立日本民家園、入館料値下・世

界遺産・道路整備などが来園者を増やした合

掌造り民家園である。したがって活動内容に

より入館者増を果たしたのは江戸東京たて

もの園と日本民家園と見ることも出来る。他

の施設の場合、活動を充実させているなかで

入園者が減少しているとすれば、一概に対策

は立てにくいが、目先の数値に踊らされずに

「本物を伝える努力」を続けて欲しい。あと

は周囲の支援体制が鍵となろう。 



 

 

指定管理者制度の導入は、公立施設の管理

運営に対して少なからず影響を与えている。

ここでは４～5年程度の契約期間内において

受託者が積極的に博物館活動や事業を展開

できる利点があるが、その一方で利益追従型

・入館者増だけを目指した娯楽施設的な事業

展開に陥る危険も内包している。なによりも

契約期間内での成果のみを気にする余り、長

期的な視野に立った博物館としての使命遵

守、いわばモラルがどのように担保されるの

か懸念される。したがって指定管理者制度に

ついては、その選定委員会あるいは内容を精

査する上部機構において、野外博物館の学術

的・社会的な意義とその活動についてどの程

度審議されているのか注視すべきである。 
 こうした状況の中で、筆者の主張する「歴

史的建造物の保存・活用に関する情報の集積

・公開と保存技術の研修公開」の拠点として

の野外博物館の役割、は概ね肯定的に受け入

れられた。 

 しかし、実際に各施設が上記の事柄を年次

活動に組み入れるためには、人材確保、プロ

グラムやテキストづくり、現場の確保、工事

との調整、受講者へのアフターケア（受講に

よるキャリアアップの特典）、などのノウハ

ウが少なすぎ、即時の実行を行うことは難し

いようであった。したがって、可能性の高い

施設で試行を行い、そのノウハウを情報公開

し、他の施設に可能性を提示していくことが

先決といえる。その最有力施設は川崎市立日

本民家園と博物館明治村である。 
 そして日本民家園で神奈川県との連携の

もと「邸園（歴史的建造物）保全活用推進員

要請研修（プレ講座）」を試行したところ大

好評であった。こうした機会が広がれば、専

門家にも身近な野外博物館となり、必然的に

連携協力者の輪が拡がる。長期的には固定的

な利用者の確保につながる。今回の試行はそ

のことを示してくれた点で大きな意義があ

った。また、研修対象とする建築の種類は洋

風建築（近代建築）を求める声も大きく、明

治村の存在意義が大きいと言える。 
理想をいえば、核となる民家野外博物館を

全国的に定め、そこに学術組織や行政、民家

愛好家・建築家・施工者など伝統的民家に関

わる人々が集い、民家継承手法について共通

した認識のもとに活動することが望ましい。   
その実現は、具体的な実践例を積み重ねて

いくなかで次第に連携の輪を拡げていくこ

とが必要と考えるに至った。そのためには、

まず川崎市立日本民家園に牽引役を期待す

ることにした。今後は、歴史的建造物の保存

修復に関する「調査や理念」に加え、「技術

保存」の研修会開催を連携して開催すること

を目指したい。具体的には、茅葺きの技術調

査研究を積極的に進め、それを原寸模型に再

現して勉強会を開きたいと考えている。また、

や土壁づくりや土間叩きなど、比較的簡単に

体験学習が実施できるものについては、日本

民家園と共催で企画していきたい。これらの

企画は専門家のみならず子供や市民にも公

開が可能な啓蒙事業でもある。 
筆者はこの 3 年間、藤沢市の長屋門移築復

原事業において、保存の理念、具体的な調査

記録のあり方、解体工事（壊すのではなく丁

寧に取り解いて建築の実態を調べる行為）の

重要性、伝統的建築技術の構造特性、茅葺き

や土壁、土間叩きの技術継承の重要性、を考

えてきた。その考えの一端は、小冊子にまと

め、現場見学会で公開してきた。そして現場

見学会は、工事の進捗状況に応じて通算 5回、

子供向けの体験学会への協力を合わせると 6
回に及ぶ見学会を企画した。回数を重ねる毎

に目的意識が明確になり、内容が従事してき

たので、その過程も記録した。 
また、藤野町においては、地域で歴史的建

造物を大事にしていく機運を醸成するため

「普請」をキーワードに修復体験を実施して

きた。既に土蔵味噌蔵部分の解体修理を終え、

昨年度は土蔵腰壁部分修理としてモルタル



 

 

洗い出し技法の体験学習を行って好評を博

した。いずれも「普請」や「結い」といった

伝統的な建築文化を感じることに成功した

と自負しており、小規模ながらもコツコツ継

続することの重要性を示せた。 
体験学習や現場見学会の開催は、来観者だ

けでなく、施工者に対する「誇り」の醸成に

もつながり、「責任ある仕事」の普及に大き

く貢献する。したがって技術保存の受講者の

中から、新たに体験学習の講師を依頼し、現

場見学会の講師を交代で務めることなど、各

人の研鑽と自覚醸成のために必要だろう。 
こうした事績の積み重ねを、野外博物館へ

フィードバックする、あるいは小さな現場を

野外博物館のサテライト的なフィールドと

位置付け、情報を共有していくことで、筆者

の考える「歴史的建造物の保存・活用に関す

る情報の集積・公開と保存技術の研修公開」

の拠点としての野外博物館が実現するもの

と信じる。 

 なお、技術研修会試行、修復の体験学習試

行などの資料は、別に作成した報告書『野外

博物館を核とした民家保存技術の継承・公開

に関する基礎的研究』に掲載した。 
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